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議案第 １２２ 号 

 

周南市行政財産の目的外使用に係る使用料条例等の一部を改正する条例 

制定について 

 

周南市行政財産の目的外使用に係る使用料条例等の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

 

令和２年１２月１日 提出 

 

周南市長  藤  井  律  子        

 

周南市行政財産の目的外使用に係る使用料条例等の一部を改正する条例 

（周南市行政財産の目的外使用に係る使用料条例の一部改正） 

第１条 周南市行政財産の目的外使用に係る使用料条例（平成15年周南市条例第56号）

の一部を次のように改正する。 

附則第４項を次のように改める。 

（延滞金の割合の特例） 

４ 当分の間、第５条第２項に規定する延滞金の年14.6パーセントの割合及び年

7.3パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延滞金特例基準割合

（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定

する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。

以下同じ。）が年7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中において

は、年14.6パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に

年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年7.3パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算

した割合が年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割合）

とする。 

附則に次の１項を加える。 

５ 前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算において、同項に規
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定する加算した割合（延滞金特例基準割合を除く。）が年0.1パーセント未満の

割合であるときは、年0.1パーセントの割合とする。 

（周南市介護保険条例の一部改正） 

第２条 周南市介護保険条例（平成15年周南市条例第151号）の一部を次のように改

正する。 

第３条第１項第６号ア中「第35条の２第１項」の次に「、第35条の３第１項」

を加える。 

附則第５項中「特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律

第26号）第93条第２項の規定により告示された割合」を「延滞金特例基準割合

（平均貸付割合（租税特別措置法第93条第２項に規定する平均貸付割合をい

う。）」に、「。以下この項において」を「。以下」に改め、「（以下この項に

おいて「特例基準割合適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」

を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改める。 

附則中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 

６ 前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算において、同項に規

定する加算した割合（延滞金特例基準割合を除く。）が年0.1パーセント未満の

割合であるときは、年0.1パーセントの割合とする。 

（周南市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第３条 周南市後期高齢者医療に関する条例（平成20年周南市条例第８号）の一部を

次のように改正する。 

  附則第２条中「特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法第93条第２項の規

定により告示された割合」を「延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措

置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）」

に改め、「（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）」を削り、

「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特

例基準割合に」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算において、同項に規

定する加算した割合（延滞金特例基準割合を除く。）が年0.1パーセント未満の

割合であるときは、年0.1パーセントの割合とする。 

附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の周南市行政財産の目的外使用に係る使用料条例、周南市

介護保険条例附則第５項及び第６項並びに周南市後期高齢者医療に関する条例の

規定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日前

の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。 
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（参  考）  

周南市行政財産の目的外使用に係る使用料条例新旧対照表（第１条の改正）  

現行  改正案  

附  則  附  則  

１～３  （略）  １～３  （略）  

（延滞金の割合等の特例）  （延滞金の割合の特例）  

４  当分の間、第５条第２項に規定する延滞金の年 14.6パーセ

ントの割合及び年 7.3パーセントの割合は、同項の規定にかか

わらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置

法第 93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセン

ト の 割 合 を 加 算 し た 割 合 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ 。） が 年 7.3パ ー セ ント の 割 合 に 満た な い場 合 は 、 そ の 年

（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）中

においては、年 14.6パーセントの割合にあっては当該特例基

準割合適用年における特例基準割合に年 7.3パーセントの割合

を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあっては当該

特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該

加算した割合が 7.3パーセントを越える場合には、年 7.3パー

セントの割合）とする。  

４  当分の間、第５条第２項に規定する延滞金の年 14.6パーセ

ントの割合及び年 7.3パーセントの割合は、同項の規定にかか

わらず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特

別措置法（昭和 32年法律第 26号）第 93条第２項に規定する平

均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算した割

合をいう。以下同じ。）が年 7.3パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、年 14.6パーセントの割合に

あってはその年における延滞金特例基準割合に年 7.3パーセン

トの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあっ

ては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超え

る場合には、年 7.3パーセントの割合）とする。  

＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

５  前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算に

おいて、同項に規定する加算した割合（延滞金特例基準割合

を 除く 。 ） が 年 0.1パ ーセ ン ト 未 満 の割 合 であ る と き は 、 年

0.1パーセントの割合とする。  
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周南市介護保険条例新旧対照表（第２条の改正）  

現行  改正案  

（保険料率）  （保険料率）  

第３条  平成 30年度から令和２年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者（介護保険法（平

成９年法律第 123号。以下「法」という。）第９条第１号に規

定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分に応じそ

れぞれ当該各号に定める額とする。  

第３条  平成 30年度から令和２年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者（介護保険法（平

成９年法律第 123号。以下「法」という。）第９条第１号に規

定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分に応じそ

れぞれ当該各号に定める額とする。  

(１ )～ (５ ) （略）  (１ )～ (５ ) （略）  

(６ ) 次のいずれかに該当する者  67,350円  (６ ) 次のいずれかに該当する者  67,350円  

ア  地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 292条第１項第 13

号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」とい

う。）（租税特別措置法（昭和 32年法律第 26号）第 33条

の４第１項若しくは第２項、第 34条第１項、第 34条の２

第１項、第 34条の３第１項、第 35条第１項、第 35条の２

第１項又は第 36条の規定の適用がある場合には、当該合

計所得金額から令第 22条の２第２項に規定する特別控除

額 を 控 除 し て 得 た 額 と す る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）が 120万円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの  

ア  地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 292条第１項第 13

号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」とい

う。）（租税特別措置法（昭和 32年法律第 26号）第 33条

の４第１項若しくは第２項、第 34条第１項、第 34条の２

第１項、第 34条の３第１項、第 35条第１項、第 35条の２

第１項、第 35条の３第１項又は第 36条の規定の適用があ

る場合には、当該合計所得金額から令第 22条の２第２項

に規定する特別控除額を控除して得た額とする。以下こ

の項において同じ。）が 120万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの  

イ  （略）  イ  （略）  

(７ )～ (12) （略）  (７ )～ (12) （略）  

２～４  （略）  

 

２～４  （略）  

 

附  則  附  則  
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現行  改正案  

１～４  （略）  １～４  （略）  

（延滞金の特例）  （延滞金の特例）  

５  当分の間、第８条第１項に規定する延滞金の年 14.6パーセ

ントの割合及び年 7.3パーセントの割合は、同項の規定にかか

わらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置

法（昭和 32年法律第 26号）第 93条第２項の規定により告示さ

れた割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう 。以

下この項において同じ。）が年 7.3パーセントの割合に満たな

い場合には、その年（以下この項において「特例基準割合適

用年」という。）中においては、年 14.6パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年

7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合

を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合

を超える場合には、年 7.3パーセントの割合）とする。  

５  当分の間、第８条第１項に規定する延滞金の年 14.6パーセ

ントの割合及び年 7.3パーセントの割合は、同項の規定にかか

わらず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特

別措置法第 93条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に

年１パーセントの割合を加算した割合をいう 。以下同じ。）

が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中にお

いては、年 14.6パーセントの割合にあってはその年における

延滞金特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合

とし、年 7.3パーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準

割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した

割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パー

セントの割合）とする。  

＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

６  前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算に

おいて、同項に規定する加算した割合（延滞金特例基準割合

を 除く 。 ） が 年 0.1パ ーセ ン ト 未 満 の割 合 であ る と き は 、 年

0.1パーセントの割合とする。  

（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため

の関係法律の整備等に関する法律（平成 26年法律第 83号）附

則第 14条に規定する介護予防・日常生活支援総合事業に関す

る経過措置）  

（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため

の関係法律の整備等に関する法律（平成 26年法律第 83号）附

則第 14条に規定する介護予防・日常生活支援総合事業に関す

る経過措置）  

６  （略）  ７  （略）  
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周南市後期高齢者医療に関する条例新旧対照表（第３条の改正）  

現行  改正案  

附  則  附  則  

（延滞金の割合の特例）  （延滞金の割合の特例）  

第２条  当分の間、第６条第１項に規定する延滞金の年 14.6パ

ーセントの割合及び年 7.3パーセントの割合は、同項の規定に

かかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別

措置法第 93条第２項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合をいう。以下この条において同

じ。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）中

においては、年 14.6パーセントの割合にあっては当該特例基

準割合適用年における特例基準割合に年 7.3パーセントの割合

を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあっては当該

特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該

加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年

7.3パーセントの割合）とする。  

第２条  当分の間、第６条第１項に規定する延滞金の年 14.6パ

ーセントの割合及び年 7.3パーセントの割合は、同項の規定に

かかわらず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租

税特別措置法（昭和 32年法律第 26号）第 93条第２項に規定す

る平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。以下この条において同じ。）が年 7.3パーセン

トの割合に満たない場合には、その年中においては、年 14.6

パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基準

割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パ

ーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パ

ーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パ

ーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの割合）

とする。  

＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

２  前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算に

おいて、同項に規定する加算した割合（延滞金特例基準割合

を 除く 。 ） が 年 0.1パ ーセ ン ト 未 満 の割 合 であ る と き は 、 年

0.1パーセントの割合とする。  

 

 


